
61,307,861

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

5,145,757

59,150,242 5,145,757

0

2,988,138

38,549,104

合計

　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

　(ア)　法人本部

　ウ　構築物　　　　　定率法（平成28年4月1日以後に取得したものについては定額法による。）

前期末残高 当期増加額 当期減少額

(３)　引当金の計上基準

 　　 （会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

（単位：円）

　　　該当なし

(２)　固定資産の減価償却の方法

　ア　建物　　　　　　定額法

(１)　有価証券の評価基準及び評価方法

　イ　建物付属設備　　定率法（平成28年4月1日以後に取得したものについては定額法による。）

　　　当法人では、事業区分が社会福祉事業のみであるため省略している。

　　　当法人では、拠点区分が１つであるため省略している。

計算書類に対する注記（法人全体用）

１　継続事業の前提に関する注記

　　該当なし

２　重要な会計方針

　ア　賞与引当金　  職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上

　　　（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

　　　（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式)

５　法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　企業型確定拠出年金制度に加入している。

　　該当なし

　　　　　　　　　している。

３　重要な会計方針の変更

４　法人で採用する退職給付制度

　　　（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

(５)　収益事業における拠点区分別内訳表

      （会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

(２)　事業区分別内訳表

(４)　公益事業における拠点区分別内訳表

　　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。

0 22,758,757

2,988,13841,537,242

　エ　車輌運搬具　　　定率法

(６)　各拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア　オレンジノート拠点（社会福祉事業）

　　当法人の作成する計算書類は、以下のとおりになっている。

(１)　法人全体の計算書類

(３)　社会福祉事業における拠点区分別内訳表

　(イ)　児童福祉法に基づく障害児通所支援事業

基本財産の種類

　土地

　建物

　(ウ)　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業

　(エ)　知的障がい者及び障がい児の相談支援事業

６　基本財産の増減の内容及び金額

当期末残高

17,613,000

　オ　器具及び備品　　定率法

　カ　ソフトウェア　　定額法

別紙１



（単位：円）

　　令和４年１０月、新型コロナウイルス感染症の社会的影響、及び水道光熱費を含む急激な物価の高騰

(１)　担保に供されている資産

関係内容

4,362,383

9,135,400

(２)　担保している債務の種類及び金額

45,702,235

12,333,350

4,942,899

　　その他の固定資産

　構築物

　建物（基本財産）

50,882,454

13,938,049

50,882,454

　建物

38,549,104

　　該当なし

　　該当なし

８　担保に供している資産

７　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし

19,583,550

5,196,806

17,964,875

　事業未収金

44,097,536

17,964,875

96,584,689

17,964,875

　器具及び備品

14　重要な後発事象

事業の
内容又
は職業

取引の
内容

住所種類
法人
等の
名称

　　　該当なし

(１)　関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

事実上
の関係

13　重要な偶発債務

(１)　就業規則の一部改正

　　　該当なし

(２)　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　該当なし

15　合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　に必要な事項

　　　該当なし

16　その他法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするため

11　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

資産
総額

12　関連当事者との取引の内容

　　該当なし

0

17,964,8750

取引
金額

　　　該当なし

役員の
兼務等

徴収不能引当金の当期末残高

期末
残高

科目

合計

（単位：円）

（単位：円）

取得価額

議決権
の所有
割合

11,786,479

52,487,153

5,105,353

3,055,374

10　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

14,640,651　車輌運搬具

4,030,047

合計

　　基本財産

９　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

12,333,350

834,423

減価償却累計額

31,764,186

8,731,105

債権額 債権の当期末残高

当期末残高

38,549,104

　に鑑み、就業規則の一部を改正して職員の賃金水準の上昇を図った。加えて、定期昇給幅を事業規模に

　見合った持続可能な仕組みとすることや、国家資格等有資格者をさらに評価するなど職員の処遇改善を

　実施するものとして、就業規則の一部を改正した。



(２)　経理規程の一部改正

　　社会福祉法人会計基準の一部を改正する省令（令和２年９月１１日付け厚生労働省令第１５７号）が

　発出されたことに伴い、計算書類に対する注記に「合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け」を加え

　るものとして、経理規程の一部を改正した。

(３)　積立金の目的及び名称の変更

　　令和４年度会計より、財務活動積立金の目的等を明確化するため、将来の施設整備に限定するものと

　し、これを施設整備等積立金として名称変更した。


